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　第 ５ 節　王国内に存するすべての商業会議所の廃止に関するデクレ
第 ４ 章　社団の解体 　立法議会からテルミドールへ
　第 １ 節　立法議会からテルミドールへ






　　 ５ 　まとめ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上、68巻 １ 号）




第 ５ 章　社団の解体 　 総裁政府から第一帝政へ
　第 １ 節　総裁政府から第一帝政へ
　第 ２ 節　1791年～1797年の民衆協会などに関するデクレ・法律および1810年の 
　　　　　刑法典
　　 １ 　クラブ・民衆協会について
　　 ２ 　市民がコミューンの招集を要求することができる場合を定める請願権に 
　　　　関するデクレおよび民衆協会に関するデクレ
　　　（ １ ）民衆協会の請願の制限などを求めるパリ県とパリ市の請願に関する 
　　　　　 議会報告
　　　（ ２ ）議会審議と市民がコミューンの招集を要求することができる場合を 
　　　　　 定める請願権に関するデクレ
　　　（ ３ ）民衆協会に関するデクレ















chelieu, Armand Jean du Plessis, Cardinal et Duc de） の下で、 アカデミー・
フランセーズ（Académie française）が設立される。その後、碑文・文芸ア








　こうしたアカデミーは、1793年 8 月 8 日＝14日の「国家によって許可され
たあるいは許可を与えられたあらゆるアカデミーと文学団体の廃止に関する
デクレ」（Décret portant suppression de toutes les académies et sociétés 
littéraires, patentées ou dotées par la nation
（ 3 ）
）により廃止される。1793年






　第 ２ 節　1810年の刑法典の体制から1901年の結社の自由へ 　 補足的に
（以上、本号）
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　国民公会は、提案されたデクレの第 １ 条～第 7 条の内第 １ 条と第 7 条を、












　1793年 8 月24日、国民公会は割引銀行（Caisse d’escompte）、生命保険会
































































































































　大学は、この1793年 9 月15日のデクレ以前に、89年 8 月の十分の一税など
のコレージュの財源の廃止、89年11月の教会財産の国有化により打撃を受け
ていた。1789年12月22日の全国を83の県に分割しその職務を定める「第一
次会と行政府の設立に関するデクレ」（Décret relatif à la constitution des 
assemblées primaires et des assembées administratives
（38）
）の第Ⅲ節「行政
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小、革命裁判所の改組などの革命政府の解体、自由主義的経済体制への復帰
がおこなわれる。最高価格法の廃止は物価の高騰を引き起こし、パリの民衆
は1795年 ４ 月と ５ 月に「パンと93年憲法」をスローガンに蜂起するが、徹底
的に弾圧され左派の勢力は激減する。
　1795年 8 月22日（共和暦Ⅲ年フリクティドール ５ 日）には1795年憲法が制
定される。95年憲法は、「人および市民の権利と義務の宣言」（Déclaration 
des droits et des devoirs de l’homme et du citoyen）の「権利」（Droits）
の章において、「社会における人の権利は、自由、平等、安全、所有であ
る。」（第 １ 条）とし、自由とは他者の権利を侵害しないことをなし得ること









































































を目指すバブーフ（Babeuf, Gracchus 本名 François-Nöel）の陰謀事件な
ど、左右からの脅威を受けてその姿勢は大きく揺れ動く。一方、1798年末か
ら99年 ３ 月にかけて第二次対仏大同盟が結成され戦争が再開されるが、フラ





ェイエス（Sieyès, Emmanuel Joseph）と結んで99年11月 9 日の「ブリュメ
ール18日のクーデター」で総裁政府を倒し、執政政府（Consulat）を樹立
し第一執政となる。このクーデターを以て革命は終わる。1799年12月15日の
「共和暦Ⅷ年フリメールの共和国執政の布告」（Proclamation des Consuls 



















































































des Cordeliers　正式名称：人および市民の権利の友の会 Société des Amis 
des droits de l’homme et du citoyen）があるが、その入会金は １ リーヴル

















































































　 ２ 　市民がコミューンの招集を要求することができる場合を定める請願権 
　　　に関するデクレおよび民衆協会に関するデクレ




コー（La Rochefoucauld, François, duc de）とパリ市長のバイイ（Bailly, 
Jean Sylvain）は、1791年 ４ 月26日に民衆協会などの請願の制限などを求め







































































　（ ２ ）議会審議と市民がコミューンの招集を要求することができる場合を 
　　　 定める請願権に関するデクレ
　このデクレ案の審議は1791年 ５ 月 9 日と10日の二日間に渡っておこなわ





relatif au droit de pétition, et qui fixe les cas où les citoyens pourront 
































































































































































































































7 月17日の「シャン・ド・マルスの虐殺」を経て、91年 9 月 ３ 日の91年憲
法制定の直後、 9 月29日・30日＝10月 9 日の憲法的機関の行為を妨げる活





































































　（ ４ ）1791年 ５ 月・ 9 月のデクレとル・シャプリエ法との関係について















































































































































　1797年 7 月25日 （共和暦Ⅴ年テルミドール 7 日）、 元老会では 「政治的問題
に係わる特別な団体を臨時に禁止する法律」 （Loi qui défend provisoirement 































































































































がおこなった ２ 月 ６ 日に示されたコンセイユ・デタ案に関する報告の「第Ⅶ
節　不法な結社あるいは集会」についての部分で、「非合法な結社（associa-
tions）あるいは集団（réunions）、これらの言葉は痛ましい記憶を思い出さ
























































































































ンそのものが禁止される。更に、1796年 9 月 ２ 日（共和暦Ⅳ年フリュクティ
ドール16日）の「製紙業取締のための規則を含む総裁政府のアレテ」（Arrêté 







92　早稲田法学会誌第68巻 2 号（2018） フランス革命期における反結社法の役割に関する研究（ 2 ・完）（岡村）　93
年ジェルミナル22日＝フロレアル ２ 日）の「マニュファクチャー、製造所










は1803年法と同一であるのに、労働者側に対しては １ ～ ３ ヶ月の禁錮刑に加
えて、首謀者には ２ ～ ５ 年の禁錮刑を科し、更に第416条は首謀者を刑期終























合」（syndicat professionnel）の結成を認める1884年 ３ 月21日＝22日の「職
















































































































































































止する。1848年11月 ４ 日＝10日のフランス共和国憲法（Constitution de la 
République française） 第 8 条は結社の権利を認めるが
（203）
、 1849年 ６ 月19日＝









図る1852年 ３ 月26日＝ ４ 月 ６ 日の「相互扶助組合に関するデクレ」（Décret 




414条、 第415条および第416条を修正する法律」 （Loi qui modifie les articles 



















。1901年 7 月 １ 日＝ ２ 日の「アソシアシオン契約
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（ ２ ）Ibid., p. 77.
（ ３ ）J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome6, p. 77.
（ ４ ）Archives parlementaires, １ère série, tome70, p. 519.
（ ５ ）Ibid., p. 520.
（ ６ ）Ibidem.
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